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野洲市景観条例（素案） 
・基本的に、滋賀県の「ふるさと滋賀の風景を守り育てる条例」を踏襲しており、野洲市独自の内容は、『網掛け部分』で表示しています。 
・委員会では、野洲市独自の内容を中心に検討いただきたいと考えておりますので、特に『網掛け部分』についてあらかじめご確認お願いします。 
野洲市景観条例(素案) 
目次 
前文 
第１章 総則（第1条－第4条） 
第２章 景観計画（第5条・第6条） 
第３章 行為の規制等（第7条－第12条） 
第４章 景観重要建造物及び景観重要樹木（第13条・第14条） 
第５章 表彰、助成等（第15条・第16条） 
第６章 野洲市景観審議会（第17条・第18条） 
第７章 雑則（第20条）  
附則 
 
わたしたちのまち野洲は、三上山を中心とした山地・河川・琵琶湖などの美しい自然景観、広がりのある田園景観、神社・仏閣などの歴史・文化景観、これらが
調和して野洲らしい景観を呈している。 
美しい景観は、かけがえのない市民共有の財産であり、これらの景観を守り、育て、次世代へと引き継いでいくことは、わたしたちの使命である。私たち一人ひ
とりがふるさと野洲への愛着と誇りを持ち、「住みたい、住んで良い、住み続けたいまち」をめざし、市民・事業者・公共の協働によって美しい景観を次世代に
引き継ぐとともに、さらに魅力のある野洲市の景観まちづくりを推進することを決意し、この条例を制定する。 

第１章 総則 
（目的） 
第1条 この条例は、市、市民及び事業者の責務を明らかにするとともに、景観法（平成16 年法律第110 号。以下「法」という。）の規定に基づく景観計画の策
定、行為の規制等に関する事項及びその他必要な事項を定めることにより、美しい野洲の景観を守り育て次世代へ継承していくことを目的とする。 

（定義） 
第2条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。 
(1) 大規模建築物等 建築基準法（昭和25年法律第201号）第２条第１号に規定する建築物（以下「建築物」という。）で高さ13メートル以上もしくは４階建て
以上のものまたは工作物（建築物を除く。以下同じ。）で高さ13メートル以上のもののうち規則で定めるものをいう。 

（市の責務） 
第3条 市は、良好な景観形成を図るため、総合的な施策を策定し、これを実施しなければならない。 
２ 市は、良好な景観形成に関する施策の策定及び実施に当たっては、市民及び事業者の意見が十分に反映されるよう努めなければならない。 
３ 市は、道路、公園その他の公共施設の整備を行う場合には、良好な景観形成に先導的役割を果たすように努めなければならない。 
４ 市は、市民及び事業者が良好な景観形成に寄与することができるよう、景観に関する知識の普及を図る等必要な措置を講じなければならない。 
（市民及び事業者の責務） 
第4条 市民及び事業者は、良好な景観形成に寄与するよう努めるとともに、市が実施する良好な景観の形成に関する施策に協力しなければならない。 
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第２章 景観計画 
（景観計画の策定） 
第5条 市長は、良好な景観の形成を促進するため、法第８条第１項に規定する景観計画（以下「景観計画」という。）を定めるものとする。 
２ 市長は、景観計画を定め、又は変更しようとするときは、法第９条に定めるもののほか、あらかじめ、野洲市景観審議会の意見を聴かなければならない。 
（重点地区） 
第6条 市長は、景観計画区域（法第８条第２項第１号に規定する景観計画区域をいう。以下同じ。）内において良好な景観の形成を図るため、特に必要と認める
区域を重点地区として指定し、景観計画に定めることができる。 

第３章 行為の規制等 
（届出の方法） 
第7条 法第16条第１項第４号の条例で定める行為に係る同項の規定による届出は、同項に規定する事項を記載した届出書に、規則で定める図書を添付して行わな
ければならない。 
２ 法第16条第１項の条例で定める事項は、行為をしようとする者の氏名及び住所(法人その他の団体にあっては、その名称及び主たる事務所の所在地)ならびに
行為の完了予定日とする。 

（届出を要する行為） 
第8条 法第16条第１項第４号の条例で定める行為は、重点地区内における次の各号に掲げる行為とする。 
(1)琵琶湖景観形成地区 次に掲げる行為 
ア 木竹の伐採 
イ 屋外における物件の堆（たい）積 
(2)その他の重点地区 次に掲げる行為 
ア 土地の開墾、土石の採取、鉱物の掘採その他の土地の形質の変更 
イ 木竹の伐採 
ウ 屋外における物件の堆（たい）積 
エ 水面の埋立てまたは干拓 

（勧告の手続、公表等） 
第9条 市長は、法第16条第３項の規定による勧告をしようとするときは、あらかじめ、野洲市景観審議会の意見を聴くことができる。 
２ 市長は、法第16条第３項の規定による勧告をした場合において、必要があると認めるときは、その勧告を受けた者に対し、その勧告に係る措置の実施状況そ
の他必要な事項について報告させることができる。 
３ 市長は、法第16条第３項の規定による勧告を受けた者が正当な理由がなくその勧告に従わなかつた場合は、その旨、勧告の内容その他規則で定める事項を公
表することができる。この場合において、市長は、あらかじめ、その者に対し、意見を述べる機会を与えなければならない。 

（届出を要しない行為） 
第10条 法第16条第７項第11号の条例で定める行為は、次に掲げる行為とする。 
(1) 通常の管理行為、軽易な行為その他の行為で規則で定めるもの 
(2) 規則で定める工作物以外の工作物の新設、増築、改築もしくは移転、外観を変更することとなる修繕もしくは模様替または色彩の変更 
(3) 法令または他の条例の規定に基づく許可、認可、届出、協議等を要する行為で規則で定めるもの 
(4) 法令または他の条例の規定に基づいて定められた地域、地区等で規則で定めるものの区域内で行う行為 
(5) 国の機関、県の機関その他規則で定める公共団体が行う行為で規則で定めるもの以外の行為 
(6) 重点地区以外の景観計画区域における大規模建築物等の新築もしくは新設、増築、改築もしくは移転、外観を変更することとなる修繕もしくは模様替また
は色彩の変更（以下「新築等」という。）以外の行為 
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（特定届出対象行為） 
第11条 法第17条第１項の条例で定める行為は、法第16条第１項第１号又は第２号の届出を要する行為とする。 
（変更命令の手続等） 
第12条 市長は、法第17条第１項の規定により必要な措置を命じ、又は同条第５項の規定により原状回復もしくはこれに代わるべき必要な措置を命じようとする
ときは、あらかじめ、野洲市景観審議会の意見を聴かなければならない。 

第４章 景観重要建造物及び景観重要樹木 
（景観重要建造物の指定及び解除等） 
第13条 市長は、法第19条第１項の規定による景観重要建造物の指定をしようとするときは、あらかじめ、野洲市景観審議会の意見を聴かなければならない。法
第27条第２項の規定によりその指定を解除しようとするときも同様とする。 
２ 市長は、法第23条第１項の規定により原状回復又はこれに代わるべき必要な措置を命じようとするときは、あらかじめ、野洲市景観審議会の意見を聴かなけ
ればならない。 
３ 法第25条第２項の条例で定める管理の方法の基準は、次のとおりとする。 
(1) 景観重要建造物の修繕は、特別の理由がある場合を除き、当該修繕前の外観を変更することのないようにすること。 
(2) 消火器の設置その他の景観重要建造物の防災上必要な措置を講ずること。 
(3) 景観重要建造物の滅失を防ぐため、その敷地、構造および設備の状況を定期的に点検すること。 
(4) その他規則で定めるもの 
４ 市長は、法第26条の規定により必要な措置を命じ、または勧告しようとするときは、あらかじめ、野洲市景観審議会の意見を聴かなければならない。 
（景観重要樹木の指定及び解除等） 
第14条 市長は、法第28条第１項の規定による景観重要樹木の指定をしようとするときは、あらかじめ、野洲市景観審議会の意見を聴かなければならない。法第
35条第２項の規定によりその指定を解除しようとするときも同様とする。 
２ 市長は、法第32条第１項において準用する法第23条第１項の規定により原状回復又はこれに代わるべき必要な措置を命じようとするときは、あらかじめ、野
洲市景観審議会の意見を聴かなければならない。 
３ 法第33条第２項の条例で定める管理の方法の基準は、次のとおりとする。 
(1) 景観重要樹木の良好な景観の保全のため、剪（せん）定その他必要な措置を講ずること。 
(2) 景観重要樹木の滅失または枯死を防ぐため、病害虫の駆除その他必要な措置を講ずること。 
(3) その他規則で定めるもの 
４ 市長は、法第34条の規定により必要な措置を命じ、または勧告しようとするときは、あらかじめ、野洲市景観審議会の意見を聴かなければならない。 
 
第５章 表彰、助成等 
(表彰) 
第15条 市長は、良好な景観形成に寄与していると認められる建築物等及びその他の物件について、その所有者、設計者又は施工者を表彰することができる。 
２ 市長は、地域の良好な景観形成に寄与していると認められる個人及び団体の活動について、表彰することができる。 
(助成) 
第16条 市長は、景観重要建造物又は景観重要樹木の所有者に対し、その保全等のために技術的援助を行い、又はその保全等に要する費用の一部を助成すること
ができる。 
２ 市長は、前項に定めるもののほか、良好な景観形成に寄与すると認められる行為を行おうとする者に対し、技術的援助を行い、又はその行為に要する費用の
一部を助成することができる。 
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第６章 野洲市景観審議会 
（設置） 
第17条 市長の附属機関として野洲市景観審議会（以下「審議会」という）を置く。 
２ 審議会は、この条例の規定によりその権限に属させられた事項を調査審議するほか、市長の諮問に応じ、景観形成に関する事項を調査審議するものとする。 
３ 審議会は、景観形成に関する事項について、市長に意見を述べることができる。 
（組織） 
第18条 審議会は、委員10人以内をもって組織する。 
２ 審議会の委員は、景観形成に関し学識経験を有する者その他市長が適当と認める者のうちから市長が任命し、又は委嘱する。 
３ 委員の任期は、２年とする。ただし、再任されることを妨げない。 
４ 補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 
（委任） 
第19条 審議会の組織及び運営に関し必要な事項は、規則で定める。 
第７章 雑則 
（委任） 
第20条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 
附 則 
（施行期日） 
１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、第１章、第２章、第３章、第４章、第５章及び第７章の規定は、平成24年6月1日から施行する。 
（経過措置） 
２ 平成24年5月31日までにふるさと滋賀の風景を守り育てる条例（昭和59年滋賀県条例第24号。以下｢県条例｣という。）第11条の規定による届出をした行為につ
いては、この条例の規定は適用しない。 
３ 第8条に規定する法第16条第１項第４号の条例で定める行為は、平成24年6月1日から規則で定める日（公布の日から起算して１年を超えない範囲内において規
則で定める日をいう。以下同じ。）までの間においては、同条の規定にかかわらず、県条例第11条第３項に規定する行為とする。 
４ 第10条に規定する法第16条第７項第11号の条例で定める行為は、平成24年6月1日から規則で定める日までの間においては、同条の規定にかかわらず、県条例
第13条に規定する行為とする。 
５ 平成24年6月1日から規則で定める日までの間においては、法第16条第１項各号に規定する行為をしようとする者は、「滋賀県景観計画（平成20年滋賀県告示
第289号）」に適合するよう努めなければならない。      
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景観法（条例に関する箇所を抜粋） 
（景観計画） 
第八条  景観行政団体は、都市、農山漁村その他市街地又は集落を形成している地域及びこれと一体となって景観を形成している地域における次の各号のいずれ
かに該当する土地（水面を含む。以下この項、第十一条及び第十四条第二項において同じ。）の区域について、良好な景観の形成に関する計画（以下「景観計画」
という。）を定めることができる。 
一  現にある良好な景観を保全する必要があると認められる土地の区域  
二  地域の自然、歴史、文化等からみて、地域の特性にふさわしい良好な景観を形成する必要があると認められる土地の区域  
三  地域間の交流の拠点となる土地の区域であって、当該交流の促進に資する良好な景観を形成する必要があると認められるもの  
四  住宅市街地の開発その他建築物若しくはその敷地の整備に関する事業が行われ、又は行われた土地の区域であって、新たに良好な景観を創出する必要があ
ると認められるもの  
五  地域の土地利用の動向等からみて、不良な景観が形成されるおそれがあると認められる土地の区域  
２  景観計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 
一  景観計画の区域（以下「景観計画区域」という。）  
二  景観計画区域における良好な景観の形成に関する方針  
三  良好な景観の形成のための行為の制限に関する事項  
四  第十九条第一項の景観重要建造物又は第二十八条第一項の景観重要樹木の指定の方針（当該景観計画区域内にこれらの指定の対象となる建造物又は樹木が
ある場合に限る。）  
五  次に掲げる事項のうち、良好な景観の形成のために必要なもの 
イ 屋外広告物の表示及び屋外広告物を掲出する物件の設置に関する行為の制限に関する事項 
ロ 当該景観計画区域内の道路法 （昭和二十七年法律第百八十号）による道路、河川法 （昭和三十九年法律第百六十七号）による河川、都市公園法 （昭和
三十一年法律第七十九号）による都市公園、海岸保全区域等（海岸法 （昭和三十一年法律第百一号）第二条第三項 に規定する海岸保全区域等をいう。以下
同じ。）に係る海岸、港湾法 （昭和二十五年法律第二百十八号）による港湾、漁港漁場整備法 （昭和二十五年法律第百三十七号）による漁港、自然公園法 に
よる公園事業（国又は同法第十条第二項 に規定する公共団体が執行するものに限る。）に係る施設その他政令で定める公共施設（以下「特定公共施設」と総
称する。）であって、良好な景観の形成に重要なもの（以下「景観重要公共施設」という。）の整備に関する事項 
ハ 景観重要公共施設に関する次に掲げる基準であって、良好な景観の形成に必要なもの 
（１） 道路法第三十二条第一項 又は第三項 の許可の基準 
（２） 河川法第二十四条 、第二十五条、第二十六条第一項又は第二十七条第一項（これらの規定を同法第百条第一項 において準用する場合を含む。）の
許可の基準 

（３） 都市公園法第五条第一項 又は第六条第一項 若しくは第三項 の許可の基準 
（４） 海岸法第七条第一項 、第八条第一項、第三十七条の四又は第三十七条の五の許可の基準 
（５） 港湾法第三十七条第一項 の許可の基準 
（６） 漁港漁場整備法第三十九条第一項 の許可の基準 

ニ 第五十五条第一項 の景観農業振興地域整備計画の策定に関する基本的な事項 
ホ 自然公園法第二十条第三項 、第二十一条第三項又は第二十二条第三項の許可（政令で定める行為に係るものに限る。）の基準であって、良好な景観の形成
に必要なもの（当該景観計画区域に国立公園又は国定公園の区域が含まれる場合に限る。） 

六  その他国土交通省令・農林水産省令・環境省令で定める事項  
３  前項第三号の行為の制限に関する事項には、政令で定める基準に従い、次に掲げるものを定めなければならない。  
一  第十六条第一項第四号の条例で同項の届出を要する行為を定める必要があるときは、当該条例で定めるべき行為  
二  次に掲げる制限であって、第十六条第三項若しくは第六項又は第十七条第一項の規定による規制又は措置の基準として必要なもの 
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イ 建築物又は工作物（建築物を除く。以下同じ。）の形態又は色彩その他の意匠（以下「形態意匠」という。）の制限 
ロ 建築物又は工作物の高さの最高限度又は最低限度 
ハ 壁面の位置の制限又は建築物の敷地面積の最低限度 
ニ その他第十六条第一項の届出を要する行為ごとの良好な景観の形成のための制限 

４  景観計画は、国土形成計画、首都圏整備計画、近畿圏整備計画、中部圏開発整備計画、北海道総合開発計画、沖縄振興計画その他の国土計画又は地方計画に
関する法律に基づく計画及び道路、河川、鉄道、港湾、空港等の施設に関する国の計画との調和が保たれるものでなければならない。  

５  景観計画は、環境基本法 （平成五年法律第九十一号）第十五条第一項 に規定する環境基本計画（当該景観計画区域について公害防止計画が定められている
ときは、当該公害防止計画を含む。）との調和が保たれるものでなければならない。  

６  都市計画区域について定める景観計画は、都市計画法第六条の二第一項 の都市計画区域の整備、開発及び保全の方針に適合するものでなければならない。  
７  市町村である景観行政団体が定める景観計画は、議会の議決を経て定められた当該市町村の建設に関する基本構想に即するとともに、都市計画区域又は準都
市計画区域について定めるものにあっては、都市計画法第十八条の二第一項 の市町村の都市計画に関する基本的な方針に適合するものでなければならない。  

８  景観計画に定める第二項第五号ロ及びハに掲げる事項は、景観重要公共施設の種類に応じて、政令で定める公共施設の整備又は管理に関する方針又は計画に
適合するものでなければならない。  

９  第二項第五号ニに掲げる事項を定める景観計画は、同項第一号、第二号及び第五号ニに掲げる事項並びに同項第六号に掲げる事項のうち農林水産省令で定め
る事項に係る部分については、農業振興地域の整備に関する法律（昭和四十四年法律第五十八号）第四条第一項の農業振興地域整備基本方針に適合するとともに、
市町村である景観行政団体が定めるものにあっては、農業振興地域整備計画（同法第八条第一項の規定により定められた農業振興地域整備計画をいう。以下同じ。）
に適合するものでなければならない。  

１０  景観計画に定める第二項第五号ホに掲げる事項は、自然公園法第二条第五号 に規定する公園計画に適合するものでなければならない。 
（策定の手続） 
第九条  景観行政団体は、景観計画を定めようとするときは、あらかじめ、公聴会の開催等住民の意見を反映させるために必要な措置を講ずるものとする。  
２  景観行政団体は、景観計画を定めようとするときは、都市計画区域又は準都市計画区域に係る部分について、あらかじめ、都道府県都市計画審議会（市町村
である景観行政団体に市町村都市計画審議会が置かれているときは、当該市町村都市計画審議会）の意見を聴かなければならない。  

３  都道府県である景観行政団体は、景観計画を定めようとするときは、あらかじめ、関係市町村の意見を聴かなければならない。  
４  景観行政団体は、景観計画に前条第二項第五号ロ又はハに掲げる事項を定めようとするときは、あらかじめ、当該事項について、国土交通省令・農林水産省
令・環境省令で定めるところにより、当該景観重要公共施設の管理者（景観行政団体であるものを除く。）に協議し、その同意を得なければならない。  

５  景観行政団体は、景観計画に前条第二項第五号ホに掲げる事項を定めようとするときは、あらかじめ、当該事項について、国立公園等管理者（国立公園にあ
っては環境大臣、国定公園にあっては都道府県知事をいう。以下同じ。）に協議し、その同意を得なければならない。  

６  景観行政団体は、景観計画を定めたときは、その旨を告示し、国土交通省令・農林水産省令・環境省令で定めるところにより、これを当該景観行政団体の事
務所において公衆の縦覧に供しなければならない。  

７  前各項の規定は、景観行政団体が、景観計画を定める手続に関する事項（前各項の規定に反しないものに限る。）について、条例で必要な規定を定めることを
妨げるものではない。  

８  前各項の規定は、景観計画の変更について準用する。 
第二節 行為の規制等  
（届出及び勧告等）  
第十六条  景観計画区域内において、次に掲げる行為をしようとする者は、あらかじめ、国土交通省令（第四号に掲げる行為にあっては、景観行政団体の条例。
以下この条において同じ。）で定めるところにより、行為の種類、場所、設計又は施行方法、着手予定日その他国土交通省令で定める事項を景観行政団体の長に
届け出なければならない。 
一  建築物の新築、増築、改築若しくは移転、外観を変更することとなる修繕若しくは模様替又は色彩の変更（以下「建築等」という。）  
二  工作物の新設、増築、改築若しくは移転、外観を変更することとなる修繕若しくは模様替又は色彩の変更（以下「建設等」という。）  
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三  都市計画法第四条第十二項に規定する開発行為その他政令で定める行為  
四  前三号に掲げるもののほか、良好な景観の形成に支障を及ぼすおそれのある行為として景観計画に従い景観行政団体の条例で定める行為 
２  前項の規定による届出をした者は、その届出に係る事項のうち、国土交通省令で定める事項を変更しようとするときは、あらかじめ、その旨を景観行政団体
の長に届け出なければならない。  

３  景観行政団体の長は、前二項の規定による届出があった場合において、その届出に係る行為が景観計画に定められた当該行為についての制限に適合しないと
認めるときは、その届出をした者に対し、その届出に係る行為に関し設計の変更その他の必要な措置をとることを勧告することができる。  

４  前項の勧告は、第一項又は第二項の規定による届出のあった日から三十日以内にしなければならない。  
５  前各項の規定にかかわらず、国の機関又は地方公共団体が行う行為については、第一項の届出をすることを要しない。この場合において、当該国の機関又は
地方公共団体は、同項の届出を要する行為をしようとするときは、あらかじめ、景観行政団体の長にその旨を通知しなければならない。  

６  景観行政団体の長は、前項後段の通知があった場合において、良好な景観の形成のため必要があると認めるときは、その必要な限度において、当該国の機関
又は地方公共団体に対し、景観計画に定められた当該行為についての制限に適合するようとるべき措置について協議を求めることができる。  

７  次に掲げる行為については、前各項の規定は、適用しない。  
一  通常の管理行為、軽易な行為その他の行為で政令で定めるもの  
二  非常災害のため必要な応急措置として行う行為  
三  景観重要建造物について、第二十二条第一項の規定による許可を受けて行う行為  
四  景観計画に第八条第二項第五号ロに掲げる事項が定められた景観重要公共施設の整備として行う行為  
五  景観重要公共施設について、第八条第二項第五号ハ（１）から（６）までに規定する許可（景観計画にその基準が定められているものに限る。）を受けて行
う行為  

六  第五十五条第二項第一号の区域内の農用地区域（農業振興地域の整備に関する法律第八条第二項第一号に規定する農用地区域をいう。）内において同法第十
五条の二第一項の許可を受けて行う同項に規定する開発行為  

七  国立公園又は国定公園の区域内において、第八条第二項第五号ホに規定する許可（景観計画にその基準が定められているものに限る。）を受けて行う行為  
八  第六十一条第一項の景観地区（次号において「景観地区」という。）内で行う建築物の建築等  
九  景観計画に定められた工作物の建設等の制限のすべてについて第七十二条第二項の景観地区工作物制限条例による制限が定められている場合における当該
景観地区内で行う工作物の建設等  

十  地区計画等（都市計画法第四条第九項 に規定する地区計画等をいう。以下同じ。）の区域（地区整備計画（同法第十二条の五第二項第三号 に規定する地区
整備計画をいう。第七十六条第一項において同じ。）、特定建築物地区整備計画（密集市街地における防災街区の整備の促進に関する法律 （平成九年法律第四
十九号）第三十二条第二項第二号 に規定する特定建築物地区整備計画をいう。第七十六条第一項において同じ。）、防災街区整備地区整備計画（同法第三十二
条第二項第三号 に規定する防災街区整備地区整備計画をいう。第七十六条第一項において同じ。）、歴史的風致維持向上地区整備計画（地域における歴史的風
致の維持及び向上に関する法律 （平成二十年法律第四十号）第三十一条第二項第四号 に規定する歴史的風致維持向上地区整備計画をいう。第七十六条第一項
において同じ。）、沿道地区整備計画（幹線道路の沿道の整備に関する法律 （昭和五十五年法律第三十四号）第九条第二項第二号 に規定する沿道地区整備計画
をいう。第七十六条第一項において同じ。）又は集落地区整備計画（集落地域整備法 （昭和六十二年法律第六十三号）第五条第三項 に規定する集落地区整備
計画をいう。第七十六条第一項において同じ。）が定められている区域に限る。）内で行う土地の区画形質の変更、建築物の新築、改築又は増築その他の政令で
定める行為  

十一  その他政令又は景観行政団体の条例で定める行為 
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（変更命令等）  
第十七条  景観行政団体の長は、良好な景観の形成のために必要があると認めるときは、特定届出対象行為（前条第一項第一号又は第二号の届出を要する行為の
うち、当該景観行政団体の条例で定めるものをいう。第七項及び次条第一項において同じ。）について、景観計画に定められた建築物又は工作物の形態意匠の制
限に適合しないものをしようとする者又はした者に対し、当該制限に適合させるため必要な限度において、当該行為に関し設計の変更その他の必要な措置をとる
ことを命ずることができる。この場合においては、前条第三項の規定は、適用しない。  

２  前項の処分は、前条第一項又は第二項の届出をした者に対しては、当該届出があった日から三十日以内に限り、することができる。  
３  第一項の処分は、前条第一項又は第二項の届出に係る建築物若しくは工作物又はこれらの部分の形態意匠が政令で定める他の法令の規定により義務付けられ
たものであるときは、当該義務の履行に支障のないものでなければならない。  

４  景観行政団体の長は、前条第一項又は第二項の届出があった場合において、実地の調査をする必要があるとき、その他第二項の期間内に第一項の処分をする
ことができない合理的な理由があるときは、九十日を超えない範囲でその理由が存続する間、第二項の期間を延長することができる。この場合においては、同項
の期間内に、前条第一項又は第二項の届出をした者に対し、その旨、延長する期間及び延長する理由を通知しなければならない。  

５  景観行政団体の長は、第一項の処分に違反した者又はその者から当該建築物又は工作物についての権利を承継した者に対して、相当の期限を定めて、景観計
画に定められた建築物又は工作物の形態意匠の制限に適合させるため必要な限度において、その原状回復を命じ、又は原状回復が著しく困難である場合に、これ
に代わるべき必要な措置をとることを命ずることができる。  

６  前項の規定により原状回復又はこれに代わるべき必要な措置（以下この条において「原状回復等」という。）を命じようとする場合において、過失がなくて当
該原状回復等を命ずべき者を確知することができないときは、景観行政団体の長は、その者の負担において、当該原状回復等を自ら行い、又はその命じた者若し
くは委任した者にこれを行わせることができる。この場合においては、相当の期限を定めて、当該原状回復等を行うべき旨及びその期限までに当該原状回復等を
行わないときは、景観行政団体の長又はその命じた者若しくは委任した者が当該原状回復等を行う旨をあらかじめ公告しなければならない。  

７  景観行政団体の長は、第一項の規定の施行に必要な限度において、同項の規定により必要な措置をとることを命ぜられた者に対し、当該措置の実施状況その
他必要な事項について報告をさせ、又は景観行政団体の職員に、当該建築物の敷地若しくは当該工作物の存する土地に立ち入り、特定届出対象行為の実施状況を
検査させ、若しくは特定届出対象行為が景観に及ぼす影響を調査させることができる。  

８  第六項の規定により原状回復等を行おうとする者及び前項の規定により立入検査又は立入調査をする者は、その身分を示す証明書を携帯し、関係人の請求が
あった場合においては、これを提示しなければならない。  

９  第七項の規定による立入検査又は立入調査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解してはならない。 
第三節 景観重要建造物等  
 第一款 景観重要建造物の指定等  
（景観重要建造物の指定）  
第十九条  景観行政団体の長は、景観計画に定められた景観重要建造物の指定の方針（次条第三項において「指定方針」という。）に即し、景観計画区域内の良好
な景観の形成に重要な建造物（これと一体となって良好な景観を形成している土地その他の物件を含む。以下この節において同じ。）で国土交通省令で定める基
準に該当するものを、景観重要建造物として指定することができる。  

２  景観行政団体の長は、前項の規定による指定をしようとするときは、あらかじめ、当該建造物の所有者（所有者が二人以上いるときは、その全員。次条第二
項及び第二十一条第一項において同じ。）の意見を聴かなければならない。  

３  第一項の規定は、文化財保護法 （昭和二十五年法律第二百十四号）の規定により国宝、重要文化財、特別史跡名勝天然記念物又は史跡名勝天然記念物として
指定され、又は仮指定された建造物については、適用しない。 
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（景観重要建造物の指定の提案）  
第二十条  景観計画区域内の建造物の所有者は、当該建造物について、良好な景観の形成に重要であって前条第一項の国土交通省令で定める基準に該当するもの
であると認めるときは、国土交通省令で定めるところにより、景観行政団体の長に対し、景観重要建造物として指定することを提案することができる。この場合
において、当該建造物に当該提案に係る所有者以外の所有者がいるときは、あらかじめ、その全員の合意を得なければならない。  

２  第九十二条第一項の規定により指定された景観整備機構（以下この節及び第五節において「景観整備機構」という。）は、景観計画区域内の建造物について、
良好な景観の形成に重要であって前条第一項の国土交通省令で定める基準に該当するものであると認めるときは、国土交通省令で定めるところにより、あらかじ
め当該建造物の所有者の同意を得て、景観行政団体の長に対し、景観重要建造物として指定することを提案することができる。  

３  景観行政団体の長は、前二項の規定による提案に係る建造物について、指定方針、前条第一項の国土交通省令で定める基準等に照らし、景観重要建造物とし
て指定する必要がないと判断したときは、遅滞なく、その旨及びその理由を、当該提案をした者に通知しなければならない。 

（指定の通知等）  
第二十一条  景観行政団体の長は、第十九条第一項の規定により景観重要建造物を指定したときは、直ちに、その旨その他国土交通省令で定める事項を、当該景
観重要建造物の所有者（当該指定が前条第二項の規定による提案に基づくものであるときは、当該景観重要建造物の所有者及び当該提案に係る景観整備機構）に
通知しなければならない。  

２  景観行政団体は、第十九条第一項の規定による景観重要建造物の指定があったときは、遅滞なく、条例又は規則で定めるところにより、これを表示する標識
を設置しなければならない。  

（現状変更の規制）  
第二十二条  何人も、景観行政団体の長の許可を受けなければ、景観重要建造物の増築、改築、移転若しくは除却、外観を変更することとなる修繕若しくは模様
替又は色彩の変更をしてはならない。ただし、通常の管理行為、軽易な行為その他の行為で政令で定めるもの及び非常災害のため必要な応急措置として行う行為
については、この限りでない。  

２  景観行政団体の長は、前項の許可の申請があった場合において、その申請に係る行為が当該景観重要建造物の良好な景観の保全に支障があると認めるときは、
同項の許可をしてはならない。  

３  景観行政団体の長は、第一項の許可の申請があった場合において、当該景観重要建造物の良好な景観の保全のため必要があると認めるときは、許可に必要な
条件を付することができる。  

４  第一項の規定にかかわらず、国の機関又は地方公共団体が行う行為については、同項の許可を受けることを要しない。この場合において、当該国の機関又は
地方公共団体は、その行為をしようとするときは、あらかじめ、景観行政団体の長に協議しなければならない。  

（原状回復命令等）  
第二十三条  景観行政団体の長は、前条第一項の規定に違反した者又は同条第三項の規定により許可に付された条件に違反した者がある場合においては、これら
の者又はこれらの者から当該景観重要建造物についての権利を承継した者に対して、相当の期限を定めて、当該景観重要建造物の良好な景観を保全するため必要
な限度において、その原状回復を命じ、又は原状回復が著しく困難である場合に、これに代わるべき必要な措置をとるべき旨を命ずることができる。  

２  前項の規定により原状回復又はこれに代わるべき必要な措置（以下この条において「原状回復等」という。）を命じようとする場合において、過失がなくて当
該原状回復等を命ずべき者を確知することができないときは、景観行政団体の長は、その者の負担において、当該原状回復等を自ら行い、又はその命じた者若し
くは委任した者にこれを行わせることができる。この場合においては、相当の期限を定めて、当該原状回復等を行うべき旨及びその期限までに当該原状回復等を
行わないときは、景観行政団体の長又はその命じた者若しくは委任した者が当該原状回復等を行う旨をあらかじめ公告しなければならない。  

３  前項の規定により原状回復等を行おうとする者は、その身分を示す証明書を携帯し、関係人の請求があった場合においては、これを提示しなければならない。 
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（損失の補償）  
第二十四条  景観行政団体は、第二十二条第一項の許可を受けることができないために損失を受けた景観重要建造物の所有者に対して、通常生ずべき損失を補償
する。ただし、当該許可の申請に係る行為をするについて、他の法律（法律に基づく命令及び条例を含む。）で行政庁の許可その他の処分を受けるべきことを定
めているもの（当該許可その他の処分を受けることができないために損失を受けた者に対して、その損失を補償すべきことを定めているものを除く。）がある場
合において、当該許可その他の処分の申請が却下されたとき、又は却下されるべき場合に該当する場合における当該許可の申請に係る行為については、この限り
でない。  

２  前項の規定による損失の補償については、景観行政団体の長と損失を受けた者が協議しなければならない。  
３  前項の規定による協議が成立しない場合においては、景観行政団体の長又は損失を受けた者は、政令で定めるところにより、収用委員会に土地収用法 （昭和
二十六年法律第二百十九号）第九十四条第二項 の規定による裁決を申請することができる。  

（景観重要建造物の所有者の管理義務等）  
第二十五条  景観重要建造物の所有者及び管理者は、その良好な景観が損なわれないよう適切に管理しなければならない。  
２  景観行政団体は、条例で、景観重要建造物の良好な景観の保全のため必要な管理の方法の基準を定めることができる。  
（管理に関する命令又は勧告）  
第二十六条  景観行政団体の長は、景観重要建造物の管理が適当でないため当該景観重要建造物が滅失し若しくは毀損するおそれがあると認められるとき、又は
前条第二項の規定に基づく条例が定められている場合にあっては景観重要建造物の管理が当該条例に従って適切に行われていないと認められるときは、当該景観
重要建造物の所有者又は管理者に対し、管理の方法の改善その他管理に関し必要な措置を命じ、又は勧告することができる。  

（指定の解除）  
第二十七条  景観行政団体の長は、景観重要建造物について、第十九条第三項に規定する建造物に該当するに至ったとき、又は滅失、毀損その他の事由によりそ
の指定の理由が消滅したときは、遅滞なく、その指定を解除しなければならない。  

２  景観行政団体の長は、景観重要建造物について、公益上の理由その他特別な理由があるときは、その指定を解除することができる。  
３  第二十一条第一項の規定は、前二項の規定による景観重要建造物の指定の解除について準用する。  

 第二款 景観重要樹木の指定等 
（景観重要樹木の指定）  
第二十八条  景観行政団体の長は、景観計画に定められた景観重要樹木の指定の方針（次条第三項において「指定方針」という。）に即し、景観計画区域内の良好
な景観の形成に重要な樹木で国土交通省令（都市計画区域外の樹木にあっては、国土交通省令・農林水産省令。以下この款において同じ。）で定める基準に該当
するものを、景観重要樹木として指定することができる。  

２  景観行政団体の長は、前項の規定による指定をしようとするときは、あらかじめ、その指定をしようとする樹木の所有者（所有者が二人以上いるときは、そ
の全員。次条第二項及び第三十条第一項において同じ。）の意見を聴かなければならない。  

３  第一項の規定は、文化財保護法 の規定により特別史跡名勝天然記念物又は史跡名勝天然記念物として指定され、又は仮指定された樹木については、適用しな
い。  

（景観重要樹木の指定の提案）  
第二十九条  景観計画区域内の樹木の所有者は、当該樹木について、良好な景観の形成に重要であって前条第一項の国土交通省令で定める基準に該当するもので
あると認めるときは、国土交通省令で定めるところにより、景観行政団体の長に対し、景観重要樹木として指定することを提案することができる。この場合にお
いて、当該樹木に当該提案に係る所有者以外の所有者がいるときは、あらかじめ、その全員の合意を得なければならない。  

２  景観整備機構は、景観計画区域内の樹木について、良好な景観の形成に重要であって前条第一項の国土交通省令で定める基準に該当するものであると認める
ときは、国土交通省令で定めるところにより、あらかじめ当該樹木の所有者の同意を得て、景観行政団体の長に対し、景観重要樹木として指定することを提案す
ることができる。  

３  景観行政団体の長は、前二項の規定による提案に係る樹木について、指定方針、前条第一項の国土交通省令で定める基準等に照らし、景観重要樹木として指
定する必要がないと判断したときは、遅滞なく、その旨及びその理由を、当該提案をした者に通知しなければならない。  
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（指定の通知等）  
第三十条  景観行政団体の長は、第二十八条第一項の規定により景観重要樹木を指定したときは、直ちに、その旨その他国土交通省令で定める事項を、当該景観重要樹
木の所有者（当該指定が前条第二項の規定による提案に基づくものであるときは、当該景観重要樹木の所有者及び当該提案に係る景観整備機構）に通知しなければなら
ない。  

２  景観行政団体は、第二十八条第一項の規定による景観重要樹木の指定があったときは、遅滞なく、条例又は規則で定めるところにより、これを表示する標識を設置しなけ
ればならない。  

（現状変更の規制）  
第三十一条  何人も、景観行政団体の長の許可を受けなければ、景観重要樹木の伐採又は移植をしてはならない。ただし、通常の管理行為、軽易な行為その他の行為で政
令で定めるもの及び非常災害のため必要な応急措置として行う行為については、この限りでない。  

２  第二十二条第二項から第四項までの規定は、前項の許可について準用する。この場合において、同条第二項及び第三項中「景観重要建造物」とあるのは、「景観重要樹
木」と読み替えるものとする。  

（原状回復命令等についての準用）  
第三十二条  第二十三条の規定は、前条第一項の規定に違反した者又は同条第二項において準用する第二十二条第三項の規定により許可に付された条件に違反した者
がある場合について準用する。この場合において、第二十三条第一項中「景観重要建造物」とあるのは、「景観重要樹木」と読み替えるものとする。  

２  第二十四条の規定は、前条第一項の許可を受けることができないために受けた景観重要樹木の所有者の損失について準用する。  
（景観重要樹木の所有者の管理義務等）  
第三十三条  景観重要樹木の所有者及び管理者は、その良好な景観が損なわれないよう適切に管理しなければならない。  
２  景観行政団体は、条例で、景観重要樹木の管理の方法の基準を定めることができる。  

（管理に関する命令又は勧告）  
第三十四条  景観行政団体の長は、景観重要樹木の管理が適当でないため当該景観重要樹木が滅失し若しくは枯死するおそれがあると認められるとき、又は前条第二項
の規定に基づく条例が定められている場合にあっては景観重要樹木の管理が当該条例に従って適切に行われていないと認められるときは、当該景観重要樹木の所有者又
は管理者に対し、管理の方法の改善その他管理に関し必要な措置を命じ、又は勧告することができる。  

（指定の解除）  
第三十五条  景観行政団体の長は、景観重要樹木について、第二十八条第三項に規定する樹木に該当するに至ったとき、又は滅失、枯死その他の事由によりその指定の
理由が消滅したときは、遅滞なく、その指定を解除しなければならない。  

２  景観行政団体の長は、景観重要樹木について、公益上の理由その他特別な理由があるときは、その指定を解除することができる。  
３  第三十条第一項の規定は、前二項の規定による景観重要樹木の指定の解除について準用する。  


